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･障害者の基本的人権の尊重
・障害者の自立及び社会参加の支援等のため
の施策を総合的かつ計画的に推進
・国･地方公共団体･国民の責務
・障害者基本計画の作成（国･都道府県･市町
村）
・予算の確保、関連法案の整備
・障害者政策委員会の設置（条約のモニタリ
ング、国へ勧告等）
・年次報告（障害者白書）を国会へ提出
・都道府県・政令指定都市に審議会設置義務

障害者基本法

･男女の人権の尊重
・男女共同参画社会の形成を総合的かつ計画的
に推進
・国･地方公共団体･国民の責務
・男女共同基本計画の作成（国･都道府県）
・法制上、財政上の措置
・男女共同参画会議の設置（関係行政機関の調
整、調査）
・年次報告（男女共同参画白書）を国会へ提出

男女共同参画社会基本法

な
ど

子どもの権利

憲法

障害者権利条約 女子差別撤廃条約 子どもの権利条約
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・子どもの権利の尊重
・国･地方公共団体の責務
・市民社会との協同
・子どもの権利計画の策定（国･都道府県）
・法制上、財政上の措置
・子ども総合政策本部（仮称）の設置（関係行
政機関の調整、調査）
・年次報告を国会へ提出
・子どもコミッショナーの設置

子ども基本法

※子どもの権利については基本法が存在していない
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児童福祉法

児童虐待防止法 少年法

こども基本法

子ども・若
者育成支援
推進法

子どもの権利にかかわる法律 概念図

憲法 一般原則
・差別の禁止
・生存・発達の権利
・子どもの最善の利益の考慮
・子どもの意見表明の尊重

子どもの貧
困対策推進

法

そ
れ
ぞ
れ
の
法
律
に
、
子
ど
も
の
最
善

の
利
益
の
最
優
先
の
考
慮
や
、
意
見
表

明
権
を
確
保
す
る
手
続
き
が
必
要

厚生労働省 法務省

子どもの権利条約

母子保健法

など

教育基本法

いじめ防止対策
推進法

学校教育法ほか
教育関連法

文部科学省

など
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成育基本法
など

憲法、子どもの権利条約
で認められる子どもの権
利を包括的に定め、国の
基本方針を示す。

教育機会確保法

家事事件
手続法

民法

など

内閣府



3条委員会として設置

連携

※独立した立場での国レベルの調査、制度改善の提言を行う ※個別救済、地方行政レベルの
調査、制度改善

「子ども基本法」による子どもの権利を守る仕組みの提案

厚生労働省 文部科学省 法務省 外務省

子どもコミッショナー（仮称）

行
政
機
関

・監視
・制度改善
・教育啓発
・アドボカシー（子どもの立場の代弁）
・子ども参加の促進

調査・提言・監視

・基本計画の策定
・数値目標の設定
・関連省庁の調整
・国際協力

※子どもの権利が守られる社会を実現するための
調整を行う。

国

会

内閣府 子ども総合政策本部（仮称）

都道府県の独立した権利擁護機関

・個別救済
・教育啓発
・監視
・制度改善
・アドボカシー（子どもの
立場の代弁）
・子ども参加の促進

報
告

地方行政
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日本で「子ども基本法」ができることで・・・
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ぼくたちは、ぶたれ
たりしないで、安全
にくらす権利が

あるんだ

子どもの権利についての
周知が広がる。

学校で先生に
わいせつな行為

をされた

都道府県の独立した権利擁護機関の窓
口に苦情を申し立てることができる。

子どもたちは今、こんなこ
とで困っている。

国の制度を改善していこう。

子どもコミッショナーが、
子どもの声を聞き、子ども
の立場を代弁して国に提言
する。

子どもの意見を聞いて
尊重しよう。

子どもの最善の利益を
優先して決めよう。

子どもに関わる関係者が、
子どもの権利を尊重し、
子どもを守る。
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